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低エネルギー電子散乱による陽子電荷半径測定
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Abstract
We are facing a serious confusion about the proton size, referred to as “Proton Radius Puzzle.” The proton charge radius deter-

mined by electron scattering and hydrogen spectroscopy, and that determined by muonic hydrogen spectroscopy disagree seri-
ously, and the reason is not yet clear. It is a big surprise to realize that we do not yet fully pin down the most basic feature of  the 
proton. In this article, we discuss on an on-going project at the Research Center for Electron-Photon Science (ELPH), Tohoku Uni-
versity to determine the proton charge radius by low-energy electron scattering under the lowest-ever momentum transfer, which 
is crucial to extract the radius reliably from electron scattering data. It is worth emphasizing that ELPH is the only facility in the 
world, where such a low-energy electron scattering experiment is possible.

1．は じ め に

陽子は宇宙を構成する物質の基本粒子であり，
陽子及びそれを原子核とする水素は現代物理学に
とって重要な研究対象であり続けてきた．水素
原子の研究で量子力学が確立し，電磁量子力学
（QED）の検証時には実験室としての役割を果た
し，また陽子の内部構造の研究により量子色力学
（QCD）が発見された．
このように陽子は約1世紀以上現代物理学の中

心的な研究対象であったが，未だ陽子の全てが理
解されている訳ではない．陽子スピンの起源や陽
子が未来永劫安定なのか，などは現時点で未解明
の問題である．
近年，陽子の最も基本的な物理量の一つである
大きさ（電荷半径）が「Proton Radius Puzzle」とし
てネイチャー誌 1）やサイエンス誌 2）の表紙を飾る
事態になっている．電子散乱や水素原子分光で決
定された，すなわち電子を通じて測定された電荷

半径と，電子を負電荷μ粒子に置換したμ水素
原子分光から決定された電荷半径が一致せず，そ
の原因が現在でも不明なのだ．前述のように陽子
は長らく現代物理学の中心的な研究対象であった
にも関わらず，大きさ（図1）という最も基本的
な物理量に未だにこのような不定さが残っていた
ことは驚きである．
この陽子電荷半径の不定性は Rydberg定数の更
なる高精度化に影響を与え，また不一致の原因
として電子とμ粒子の相互作用の違い，すなわ
ち標準理論の Lepton universalityの破れ，の可能
性も指摘されているので 3），この問題は原子核物
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図1 陽子電荷半径？
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理学にとどまらず物理学全体の問題として注目
される事態になっているのである 1, 2）．本稿では，
Proton Radius Puzzleの現状を紹介し，原因の解明
に向けた私たちの取り組みを紹介する．
私たちは東北大学電子光理学研究センターの

（古い）低エネルギー電子直線加速器の特徴を最
大限に利用した電子・陽子弾性散乱実験により，
電子散乱としては最も信頼度の高い陽子電荷半径
の決定を目指している．これは電子・陽子弾性散
乱としては史上最低エネルギーでの実験であり，
米国・JLABなどの（高エネルギー）最先端電子加
速器では実施不可能な研究であることを強調した
い．

2．陽子電荷半径パズル

三つの方法（電子散乱，水素原子分光，μ水素
原子分光）で決定されてきた陽子電荷半径を図2
に示す．電子散乱と水素原子分光，すなわち電子
を通じて決定した陽子半径は誤差の範囲で一致し
ているが，μ水素原子分光のそれとは大きく食い
違っていることがわかる 4）．これが Proton Radius 
Puzzleである．

3．分光による陽子電荷半径測定法

本稿の主題である電子散乱による陽子電荷半
径の決定について議論する前に，水素分光実験
（μ水素原子分光を含む）からの陽子電荷半径決
定について簡単に説明する．
水素原子のエネルギー準位は， 

 Δδ∞∝ − + +
2

02 3( , , ) a b ( , , ) ,l
R r

E n l j n l j
n n

  (1) 

と表せる．ここで a, bは定数，R∞は Rydberg定
数，2項目の〈r2〉は陽子の平均二乗（電荷）半径，
そしてΔ（n,l,j）は2光子交換過程などの高次効果
を表す．n,l,jはそれぞれ電子（μ粒子）の主量子
数，軌道角運動量，全角運動量である．
電子（あるいはμ粒子）が s波の場合のみ，波
動関数が原点に位置する陽子との重なりを持つた
め，エネルギー準位に陽子の有限の大きさの影響
が現れる（式（1）の第2項）．従って，s軌道を含
む準位間エネルギーを複数測定すれば，基礎物理
定数である Rydberg定数と陽子電荷半径の両者を
決定できるのである．
μ粒子は電子の約200倍の質量を持つのでボー
ア半径は1/200，従って陽子との波動関数の重な
りは電子のそれに比べて2003≃107も大きい．そ
のためにμ粒子軌道エネルギーに対する陽子広
がりの影響が格段に大きく，高精度で電荷半径が
決定できる．

Proton Radius Puzzle発覚以降，世界各地で最新
の実験技術や理論計算を駆使した陽子電荷半径の
再決定や再評価が試みられている．
水素分光実験では，2017年にドイツ・ガーチ
ンのグループが2S−2P遷移エネルギーを測定し，
この実験で決定された電荷半径がμ水素原子分
光による電荷半径と一致する0.8335 fmだったた
め 5）大きな話題になった．しかしながら，2018年
にフランス・パリのグループが測定した1S−3S
遷移から求めた電荷半径は，0.877 fmと従来の電
子散乱，水素原子分光実験で決定されてきた電荷
半径と矛盾しない結論であった 6）．陽子電荷半径
を巡る混乱は一層深まっている感がある．

4．電 子 散 乱

電子散乱は陽子や原子核の内部構造を解明する
上で最も優れた方法だ．電子は電磁（電弱）相互
作用のみを通じて陽子や原子核と相互作用するた
め，反応機構に不定性がなく実験データから陽子
や原子核内部の電磁（電弱）構造を曖昧さなく明
らかにできる 7）．

1950年代に R. Hofstadterらが電子弾性散乱によ
り（安定な）原子核の電荷密度分布を明らかにし
て以降（1961年ノーベル物理学賞 8）），現在でも
電子散乱は原子核の形状や大きさを表す電荷密度
分布ρ（r）を正確に測定する唯一の方法である．

図2 測定方法別の陽子電荷半径値．図中の半径値は2015年
のレビュー論文 4）より．
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電子散乱による短寿命不安定核研究について
は，理化学研究所，東北大学，立教大学を中心と
するグループにより世界初の短寿命不安定核専用
電子散乱実験施設（SCRIT Electron Scattering Facil-
ity）が理化学研究所 RIビームファクトリー内に建
設され稼働を開始した．電子散乱による短寿命不
安定核研究がいよいよ開始されることを記してお
く 9–11）．
電子散乱は大変シンプルな実験である．加速さ
れた電子ビームを標的に照射し，散乱電子のエネ
ルギーと散乱角度を測定するのみである．電子散
乱を特徴づける運動学変数は4元運動量移行 Q2

のみで， 

 2 2 2 2| | 4 sin ( /2) .e eQ q E Eω θ′−= =
   (2) 

ここでq


 は3次元運動量移行，ωはエネルギー
移行，Eeと Ee′は散乱前後の電子エネルギー，そ
してθは散乱角度である．電子エネルギーは静
止質量に比べ十分大きいとし電子質量を無視し
ている（超相対論近似）．我々のエネルギー領域
（Ee=20～60 MeV）では必ずしもこの近似は良く
ないため実際には電子質量を考慮した解析を行う
が，表記が簡単になるため本稿では超相対論近似
での式を記す．
スピン1/2の陽子との電子弾性散乱には電荷に
よるクーロン散乱と磁気散乱が寄与し，実験室
（陽子静止系）での弾性散乱断面積は PWIA（Plane-

Wave Impulse Approximation）で以下のようになる
（参考：高エネルギー電子散乱では PWIAは大変
良い近似であることが知られている）． 
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（dσ/dΩ）Mottは“点状陽子”との散乱断面積を表す

Mott断面積，αは微細構造定数，mpは陽子質量，
εは仮想光子の横偏極量である．陽子の内部構造
情報はすべて Lorentz不変な電荷形状因子 GE（Q2）
と磁気形状因子 GM（Q2）に含まれている．

5．電子散乱による陽子電荷半径決定法

電荷半径（の2乗）は，基底状態の電荷密度分
布の2次モーメントで定義される． 

 ρ= 
 22 ( ) d .r r rr    (7) 

Q2が mp
2に比べ大きくない時，電荷形状因子は電

荷分布ρ（r）のフーリエ成分に対応する．
教科書等でよく知られているように，Dipole
関数が陽子の電荷形状因子の良い近似になって
いる．Dipole型形状因子のフーリエ変換は exp
（−ar）型であるので，陽子の電荷分布も exp
（−ar）型同様に中心から遠方に向けてテールを持
つ分布と考えられている 12）．電荷密度分布が長い
裾を持つので，上記積分（式（7））の収束は悪く，
電荷半径を数%の誤差で求めるには十分遠方（3 
fm程度）までの正確な電荷密度分布が必要であ
る．しかしながら，現在でも遠方での陽子電荷密
度分布は精密に理解されておらず 13），式（7）によ
り正確な電荷半径を求めることは難しい．
この方法とは別に電荷密度分布ρ（r）の詳細に
は依らず電荷半径を求める方法がある．それは
Q2=0付近での電荷形状因子 GE（Q2）のテーラー
展開係数に電荷密度分布の2次モーメント，すな
わち電荷半径の2乗，が含まれることを利用する
方法だ．電荷密度分布の球対称性を仮定すると，
GE（Q2）は， 
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とテーラー展開できる．ここで〈r
n〉は電荷分布

ρ（r）の n次モーメントである．ここから電荷半
径（の2乗）である〈r2〉は 
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となる．Q2=0での測定は不可能なので，可能
な限り低運動量移行領域で測定した GE（Q2）を上
式（8）で実験データをフィットすることで陽子電
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荷半径を求める方法が取られてきた．2次モーメ
ント同様，未知量である〈r4〉, 〈r6〉等の高次モー
メントの影響を抑えるためには，可能な限り小
さな Q2での測定が必要だ．しかしながら，原子
核・素粒子研究用電子加速器はすべて高エネル
ギー化されたため，ある一定の運動量移行以下で
の測定は困難な状況になっている．

6．電荷形状因子決定法と低運動量移行領域
の現状および問題点

次に，測定量である弾性散乱断面積から電荷形
状因子 GE（Q2）を決定する方法を説明する．前述
のように電子・陽子弾性散乱断面積は，電荷形状
因子 GE（Q2）と磁気形状因子 GM（Q2）を含んだ次
式で表される． 

 
Ω
σ α θ∝ +2 2 2 2d

( ) ( ) ( ) ,
d E MG Q G Q    (10) 

ここでα(θ)は，電子の散乱角θなど散乱過程の
運動学変数のみを含む運動学因子である．この式
から，Q2一定の条件でα（θ）を変化させた（すな
わち散乱角を変えた）断面積を測定すれば GE（Q2）
と GM（Q2）が分離決定できることがわかる．こ
れを Rosenbluth分離法という．Q2一定の条件
で様々な散乱角θでの測定が必要となるため，
式（2）より必然的に測定毎の電子ビームエネル
ギー Eeの変更が必要になる．高精度で形状因子
を散乱断面積から決定するには，広範囲のα（θ）
値を覆った測定が望ましく，そのためには広い散
乱角度での測定，すなわち様々な電子ビームエネ
ルギーによる測定が要求される．

2010年の「Proton Radius Puzzle」問題発覚を受
け，ドイツ・マインツ大学の大型マイクロトロ
ン電子加速器施設（3連マイクロトロン）で低運
動量領域での電子弾性散乱実験が実施された 14, 15）

（図3）．現時点で査読付き論文として発表されて
いる最新の GE（Q2）データである．3連マイクロ
トロンのため頻繁なビームエネルギー変更が事実
上不可能で，Rosenbluth分離法による GE（Q2）決
定は行っていない．
電子ビームエネルギーを180～855 MeVの6点
に固定し散乱角を細かく変えながら多数の Q2

（1400点）で弾性散乱断面積を測定し，GE（Q2），
GM（Q2）の Q2依存性に理論モデルを仮定して測定

した弾性散乱断面積を再現するよう GE（Q2）を推
定している．
さて図の縦軸に注目していただきたい．図3に
示している低運動量移行領域では，陽子の有限な
大きさの影響（GE（Q2）の1からのずれ）はたかだ
か数%である．従って GE（Q2）の Q2依存性から
電荷半径に関する情報を精度高く引き出すために
は，GE（Q2）の精度は少なくとも10−3程度以下で
あることが必須である．統計誤差はともかく，系
統誤差10−3で GE（Q2），すなわち散乱断面積，の
絶対値を測定すること自体自明ではない．マイン
ツ大グループは，散乱断面積の絶対値決定はせ
ず，GE（Q2=0）=1となるよう31個の規格化因子
を導入し実験データと式（8）から GE（Q2）を決定し
ている．
さて，式（9）で示したように電荷半径は Q2=0
での GE（Q2）の傾きで定義されるため，Q2≠0での
GE（Q2）の絶対値は決定的に重要である．そのた
め，絶対値測定をしていないマインツ大のデータ
については，発表直後から電荷半径値の精度のみ
ならずそのモデル依存性や解析の正当性を問う論
文が相次いで発表された．誤差を考慮してもこの
マインツ大のデータは過去のデータと系統的な不
一致があるとの指摘 16）やテーラー展開式（式（8））
の高次項の不定性 17），またデータ解析方法によっ
てはμ水素分光で決定された電荷半径値と矛盾
しなくなる0.84 fmが得られる 18），との指摘もさ
れ，より一層低い運動量移行領域での測定や電荷
形状因子の絶対値測定の重要性が指摘された．こ
のように主として低運動量移行領域での電子散乱
で決定されてきた陽子電荷半径値に，絶対値の精

図3 ドイツ・マインツ大学で測定された電荷形状因子
GE(Q2)14, 15）．灰色の領域は本研究で覆う予定の運動量移
行領域．
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度を含む実験データの問題や解析モデル依存性な
どが無視できない可能性をおわかりいただけただ
ろうか？
これらの問題点を排除するため，私たちは史
上最低の Q2領域での電子散乱実験を実現し，高
精度で断面積の絶対値を測定する．さらに Rosen-
bluth分離法により GE（Q2）の決定を行い，電子散
乱としては最も信頼度の高い陽子半径決定を目指
しているのである．さて，これらの条件を満たす
電子散乱実験，特に Rosenbluth分離のためには，
低エネルギー領域（Ee<100 MeV程度）で様々な
エネルギーの電子ビームが自由に供給できる電子
加速器が必要である．それ故に東北大学電子光理
学研究センターの低エネルギー電子直線加速器の
出番となるのである．

7．電子光理学研究センターでの実験計画

より一層低い運動量移行領域で Rosenbluth法
により GE（Q2）を散乱断面積から決定するには，
様々な低エネルギー電子ビームで広い散乱角度範
囲を覆った電子・陽子弾性散乱測定が必要であ
る．そのためには低エネルギー且つエネルギー変
更が容易な電子加速器と広い散乱角度を覆う散乱
電子スペクトロメータ設置可能な広い実験室が必
要で，東北大・電子光理学研究センターが有する
低エネルギー電子直線加速器（Ee=20～60 MeV）
と広い地下実験室はまさにこの条件を満たす．
我々の知る限り当センターこそが本研究が実施可
能な世界で唯一の加速器施設である．
幸いにも平成28年度に科研費・基盤研究（S）

（代表者：須田利美，平成28～32年，「極低運動
量移行領域の電子弾性散乱による陽子電荷分布半
径精密決定」）が採択され，本研究に着手するこ
とができた．
以下では科研費により建設しているビームライ
ン並びにスペクトロメータを紹介する．
7.1 弾性散乱断面積絶対値測定に向けて
本研究の成否を左右するのは，測定する弾性散
乱断面積の絶対値精度である．前述のように，想
定している運動量移行領域では GE（Q2）に対する
陽子電荷半径の影響はたかだか1%程度であり，
信頼度高く電荷半径を決定するには散乱断面積か
ら決定する GE（Q2）の系統誤差を10−3程度に抑え
ることが必須である．しかしながら，照射電子

ビーム量や標的厚（通常は液体水素標的が使用さ
れる），スペクトロメータのアクセプタンスなど
全ての系統誤差を10−3で押さえつつ，様々な運
動学での散乱断面積測定は自明でない．
この難問を乗り越える可能性を持つ測定法の着
想を得たことで本研究計画が具体化した．それは
ポリエチレン（CH2）を標的として採用するといっ
た単純なアイデアであった．12C核の電荷半径や
電荷密度分布ρ（r）は過去の電子散乱実験により
10−3の精度で決まっている 19）．それ故，今日では
12C核は全ての電子散乱実験施設で絶対値較正用
標準標的として使用されている．

12CH2標的を導入すれば，電子・陽子散乱と断
面積既知の電子・12C核散乱事象の同時測定で，
標的厚，スペクトロメータアクセプタンス，ビー
ムドーズ量などの断面積絶対値決定上の不定性は
全て取り除くことができる．後述するように 12C
核の弾性散乱断面積（正しくは電荷密度分布）は
10−3レベルで理解されているからである．我々
の運動学（Ee=20～60 MeV）では，Cと Hの質
量差に起因する弾性散乱電子のエネルギー差が
ΔEe=0.1～2 MeV程度あるので，散乱電子の運動
量を分解能10−3程度で測定できれば両者の弁別
は可能である．
7.2 ビーム輸送系
当センターの低エネルギー電子線形加速器は，

主として光核反応による様々な RI生成用に使用
されてきた．典型的なビームパワーは，エネル
ギー 50 MeV，平均電流120 µA（300 Hzの高繰り
返し）で6 kWである．当加速器の基本コンポー
ネントは約50年前に設置された当時のもので大
変古い加速器であるが未だ現役である．
ビームラインの構成を図4に示す．80 kVの電
子銃から出た電子はバンチャー系を通ったあと8
本の1 m加速管で最大エネルギー 60 MeVまで加
速された後，ビームは分散部で90度に曲げられ
る．ビームは実験室内の120度偏向分散部で RI
ラインと電子散乱ラインに分けられる．
電子散乱実験用電子ビームに対する要求は，標
的でのサイズσ（x,y）<1 mm，角度広がり σ（x′,y′）<  
5 mrad，運動量分散∆p/p<0.1%である．この要
求を満たすため二つの分散部にビームスリットを
用意する．最初のスリットで∆p/pを0.2%に切り
出し，2段目のスリットで0.1%にビームを削り
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込む．既存の1段目の分散部は運動量分散関数を
変えることは難しいこと，また実験室でのバック
グランド低減のため2段階のビーム切り出しを行
うこととした．また，一部の既存四極磁石は製造
が古く磁場測定の結果等の情報が残っておらず不
確定要素となるために，今回の改良で新規の四極
電磁石に入れ替える．
通常の RI生成実験ではビームパワーが重要な
指標であるため，標的でのビームサイズ（σ（x,y）～
4 mm）や∆p/p等のビームの性能についての検討
は十分行われてこなかった．今回のビームライン
の改良に先立ち，各種のビーム計測を行った．通
常の運転では∆p/pが全幅で約3.5%と非常に大き
かったが，プレバンチャーの電圧，各種位相など
の調整で低減できることがわかった．またビー
ムエネルギー毎にエミッタンス測定を行い，ど
のエネルギーにおいても規格化エミッタンスで
50π mm·mrad程度で，標的で十分に絞れることが
確認できた．現在，磁石等の各コンポーネント設
計を終え製作に入っている．2018年内には設置
を完了し，同年度内には弾性散乱用ビームライン
のビーム輸送テストを終える予定である．
7.3 電子スペクトロメータ
本実験で検出する散乱電子のエネルギーは

20～60 MeV程度の低エネルギー電子である．そ
のため物質中での多重散乱が大きく，中高エネル
ギーで行われているようなスペクトロメータ焦

点面検出器での散乱電子軌道追跡が困難である．
従ってスペクトロメータ焦点面での位置測定のみ
で，必要な精度での運動量及び散乱角度が決定可
能な測定系が必要である．
このような境界条件の下，散乱電子測定系の検
討を進めた．現在建設中の縦型スペクトロメータ
の概要を図5に示す．双極電磁石と検出器のみか
らなる非常に単純なスペクトロメータである．双
極電磁石に入射した散乱電子は，運動量毎に同一
の位置に焦点を結び，垂直方向は発散させること
で散乱角分解能をかせぐ．電磁石の入出射口は中
心軌道に対してそれぞれ約60度，40度の角度が
付いており，漏れ磁場を利用して散乱角アクセプ
タンスを約2倍かせいでいる．
入出射口形状は3次関数にとり2次成分は四極
電磁石，3次成分は六極電磁石と同等の役割を果
たし高次効果を打ち消す．これにより，水平方向
の収束を改善し，運動量分解能を向上させてい
る．シミュレーションにより得られた焦点面上で
の散乱電子のヒットマップを図6に示す．標的は
前述のように CH2である．水素・炭素で散乱され
た電子が質量差による運動量の違いで分離できる
ことがわかる．ピーク左側に見える裾は輻射過程
によるものである．
焦点面検出器には，JPARCでのμ粒子の g-2測

定用に開発されているシリコンストリップ検出
器 20）を導入する．一方向のみに200 µmの位置分

図5 散乱電子スペクトロメータの概要．

図4 ビームライン全体図．低エネルギー加速器から出た電
子ビーム（実線）は実験室に入ってから RIライン（一
点鎖線）と電子散乱ライン（破線）に分けられる．
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解能を有する片面ストリップのシリコン検出器
を2枚使用し，垂直・水平両方向の位置情報を得
る．表1にスペクトロメータの性能を表にまとめ
る．

8．まとめと展望

Proton Radius Puzzleは単に陽子電荷半径の不定
性だけに止まらず，Rydberg定数や Lepton univer-
salityとの関連で議論されるなど広く物理学全体
へ影響する可能性が指摘されている．
本稿では，私たちが東北大電子光理学研究セン
ターで計画している電子散乱による陽子電荷半径
決定実験計画を紹介した．電子散乱による信頼度
の高い陽子半径決定には，Rosenbluth分離を伴う
低運動量移行運動学での電子・陽子弾性散乱断面
積の絶対値測定が必要で，そのためには低エネル

ギー加速器が必須であることがおわかりいただけ
ただろうか？
そしてこの電子散乱実験実現のためには，低エ
ネルギー電子加速器と広い実験スペース，そして
電子散乱研究グループの存在が必要であり，東北
大電子光理学研究センターであるがゆえに実施可
能になる研究なのである．
私たちは2019年度実験開始を目指して準備を
進めている．研究結果を楽しみにしていただきた
い．
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